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無効回答傾向の地域差 

田中 重人 (東北大学大学院文学研究科) 

 
 

全国家族調査 (NFR98) のなかの無効回答 (無回答および「その他」「わからな

い」) について、地域別の差異に焦点をあわせて分析をおこなう。質問項目のう

ち、非該当ケースの存在しない 50 項目だけを使う。 
田中 [1] は都道府県ごとに無効回答発生率に差があることを指摘した。さらに、

回収率の高い都道府県で無効回答が多くなる [1: 161] ことを示し、「回収率の高

い地域は、……回答の動機づけの弱い、いわば消極的な調査協力者が多いのかも

しれない」[1: 179] と述べた。しかし、無効回答の地域差をもたらす原因につい

て、踏み込んで分析してはいない。 
本報告では地域ブロックと大都市圏によって市区町村を分類し、それに基づい

て分析をおこなう。地域ブロックは北海道・東北・関東・北陸・中部・近畿・中

表 1  地域による各変数の分布のちがい 

 
5項目以上

無効の者

の％ 

回収率 50％超

の市区町村か

らの標本の割

合 (%) 

年齢の 
平均値 (人数*) 教育年数の

平均値 (人数**) 

北海道 10.9 91.8 52.08 (329) 11.78  (317) 

東北 12.0 94.6 52.50 (593) 11.47  (573) 

関東・非大都市圏 10.4 96.4 51.16 (414) 11.64  (398) 

関東・大都市圏 2.9 76.6 49.69 (1557) 12.84  (1546) 

北陸 6.7 100.0 53.28 (372) 11.57  (358) 

中部・非大都市圏 7.6 100.0 51.85 (553) 11.74  (537) 

中部・大都市圏 6.3 90.0 50.29 (508) 11.94  (500) 

近畿・非大都市圏 10.0 100.0 53.53 (110) 11.64  (108) 

近畿・大都市圏 5.9 78.0 51.05 (954) 12.38  (937) 

中国・非大都市圏 4.5 100.0 53.29 (353) 12.00  (345) 

中国・大都市圏 1.7 86.4 50.47 (118) 12.53  (116) 

四国 9.5 100.0 52.84 (264) 11.74  (255) 

九州・非大都市圏 10.1 98.3 52.51 (585) 11.79  (566) 

九州・大都市圏 2.9 89.5 51.67 (275) 12.30  (271) 

合計 6.7 89.2 51.41 (6985) 12.11  (6827) 

相関比 η 0.127 0.311 0.091 0.214  

*: 左 3 列に共通の人数。**: 学歴が無回答・「その他」の者をのぞく。 
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国・四国・九州の 9 ブロックである。関東・中部・近畿・中国・九州については、

1990 年「国勢調査」の報告書 [2: 791–795] で設定された「大都市圏」にふくまれ

ていたかどうかによって「大都市圏」「非大都市圏」にさらにわける。回収率は、

NFR 委員会から提供された地点別非回収数のデータに基づいて、市区町村別の回

収率に再構成した数値を使う。 
関東・近畿の大都市圏の回収率

は低い；また、関東・中国・九州

の大都市圏では無効回答がすくな

い (表 1)。これらの地域別の差異

は、回収率の高低のほか、年齢や

学歴のちがいによってもたらされ

ている可能性がある。そこで、こ

れらの変数を同時に投入したロジ

スティック回帰分析をおこなった。

結果 (表 2) から、市区町村別の回

収率の高低は、無効回答の発生に

影響しないことがわかる。一方、

年齢は無効回答を増やす効果を、

教育年数は無効回答を減らす効果

をもつ。そして、これらの要因を

コントロールした上でも、関東大

都市圏、中国、九州大都市圏で無

効回答がすくなくなっている。 
NFR98 データの無効回答の発

生状況には、地域による大きな差がある。これは、田中 [1: 179] がいうような回

収率の差で説明できるものではない。年齢・学歴構成の差に帰せられるものでも

ない。目下のところ原因不明の現象である。 

キーワード：欠損データ、無回答、都市 
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表 2  5 項目以上の無効回答の発生に関する 
ロジスティック回帰分析 

変数 係数 (標準誤差) 

地域 (基準：北海道)  

東北 －0.024 (0.238) 

関東・非大都市圏 －0.052 (0.259) 

関東・大都市圏 －1.107 * (0.251) 

北陸 －0.693 (0.298) 

中部・非大都市圏 －0.491 (0.262) 

中部・大都市圏 －0.665 (0.280) 

近畿・非大都市圏 －0.154 (0.388) 

近畿・大都市圏 －0.445 (0.241) 

中国・非大都市圏 －0.993 * (0.336) 

中国・大都市圏 －1.666 (0.740) 

四国 －0.116 (0.291) 

九州・非大都市圏 －0.124 (0.243) 

九州・大都市圏 －1.498 * (0.457) 

回収率 50%超の市区町村 0.326 (0.221) 

教育年数 －0.190 * (0.029) 

年齢 0.025 * (0.004) 

(定数項) －1.753 * (0.566) 

－2 Log Liklihood = 2867.817。 
χ2＝249.769* (df = 16)。*: p < 0.01 。 


